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図2 サンタクルス市内　ヘルスセンター別機能評価

EPI：予防接種人数を示す。また、医師数、外来患者数、予防接種人数、分娩数については、カバー人口当たりを示す。
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ことがわかる。実際には管轄地域の人口や求めら
れる役割により、各レベルの医療施設のサービス
内容は様々であった。このようなことから著者ら
は、手術や分娩が可能か否か、可能な検査や治療
の種類（診療科の種類、ICUの有無など）、電気
や水などのインフラストラクチャー、搬送通信手
段の有無など、具体的な指標を用いて異なった施
設レベル間での相対的なアセスメントを行なっ
た。この“縦の構造”調査で、リフェラル組織を

構成する上下の医療施設との比較により当該施設
の有すべき内容が明確になり、例えばスリランカ
では、総合病院に求められる診療内容として、検
査では一般臨床検査、心電図、X線検査（透視ま
で）、超音波、内視鏡まで含まれ、治療ではICU

（6床以下）やNICU（新生児集中治療室4床以下）
を持ち、輸液ポンプも備え、手術室や分娩室が機
能していなければならないことが想定された。ま
たカンボディアでは、ヘルスセンターと郡病院の

図3 サンタクルス市外　ヘルスセンター別機能評価

EPI：予防接種人数を示す。また、医師数、外来患者数、予防接種人数、分娩数については、カバー人口不明のため実数を示す。



サービス内容がかなり近いこともわかる。実際に
カンボディアでは、郡病院のベッド占有率が低い
ため、この調査の後、州病院と郡病院を統合して
リフェラル病院と位置づけるヘルスセクター・リ
フォームが進行している。

またボリヴィアで見られたように、同じ市町村
病院といってもワルネスとモンテーロでは明らか
に内容は異なり、モンテーロ市はサンタクルス市
から遠く離れているが交通の要衝でもあり、さら
には外国からの援助があることもあって、機材や
サービスの内容はより整ったものであった。この
ように一定地域の中でも、実際には施設間のバラ
つきがありうることから、調査を実施する上では
色々な条件を考慮し、1つのレベルについても複
数の施設を対象とする必要性があると考えられ
た。

一方“横の構造”の中で各施設の機能やサービ
ス内容を分析すると、各施設の有すべきサービス
の詳細とその問題点について検討が可能である。
まず第1に、利用者数（この場合、1日外来患者数
30人を基準に比較した）を基に検討した結果、外
来患者数の多少と予防活動や分娩数との関係、あ
るいはサービス提供者側の投入（開院時間、医師
数）等の寄与因子が推測され、改善への戦略を考
える上で有用な情報が得られた。

さらに本研究では、ヘルスセンター別機能評価
によりサービスの内容や量を示す指標をベンチマ
ーキング手法でアセスメントして、個々の施設の
改善点を明確にできた。評価の指標として平林

（2001）は、地理的アクセス度、利用率、基礎的
インフラストラクチャーの整備度、人的充足率、
トレーニング環境、スタッフ満足度、死亡率など
を用いている。

一般的に、医療施設評価の指標として医療やサ
ービスの質が挙げられるが、これには国や報告に
よって、「薬剤の有無」（Mwanbu・Mwanzia・
Liambila 1995、Waddington・Enyimayew 1989、
Waddington・Enyimayew 1990、Griffin 1988、
Abel-Smith・Rawal 1992）や「施設の物理的状態

（清潔さ、など）」（Mwanbu・Mwanzia・Liambila
1995、Waddington・Enyimayew 1989）、「機材の有
無 」（ Wouters 1995）、「 検 査 の 有 無 」

（Waddington・Enyimayew 1989、Wouters 1995）か
ら、「患者待ち時間」（Waddington・Enyimayew
1989、Abel-Smith・Rawal 1992）、「職員の態度」

（Waddington・Enyimayew 1989、Waddington・
Enyimayew 1990）、「 患 者 数 」（ Mwanbu・
Mwanzia・Liambila 1995、Leighton 1995、McPake
1993）など様々なものが用いられており、これは

“どのような指標をサービスの質として捉えるか”
によると考えられる。今回のボリヴィアの調査で
は、“ある”のが当たり前である“当たり前品質”

（狩野 1997）と呼ばれるものや、逆に全くないも
のは比較の対象から外した。それは、一般的には

“ある”と思われるが、一部の施設では“ない”
もの（あるいはその逆）を利用者がサービスの質
を捉えるに当たり、医療施設の差別化の物差しと
して利用する可能性が高いからである。したがっ
て、他の国であれば電気や水の有無も指標になる
かもしれない。このように比較すべき内容は、国
や地域の状況や調査の目的によって異なる。

ただし、利用者数については、市外のカバー人
口が不明のため実数を用いたが、カバー人口当り
の利用者数にすると施設間の比較がより適切なも
のになるであろう。また今回の調査では、施設ご
との現状や問題点を迅速に、そして視覚的に洗い
出すことが目的であったため、酸素や薬剤、ある
いは備え付けの電話や超音波検査装置が“ある”
ことを100％と規定したが、厳密に言えば、月の
うち何日間酸素は利用できるのか、あるいは薬で
あれば基本薬剤の何種類が何日間あるのか、とい
った考え方も必要であろう。また、医療施設の配
置の問題もこの手法では十分な評価はできない。
しかし、このような限界を十分認識して医療施設
のアセスメントに用いれば、改善に結びつけやす
い有用な方法であると思われる。

以上、“縦の構造”と“横の構造”を組み合わ
せて、各医療施設の規模、機材内容、人員配置、
サービスの内容（検査、治療、予防接種など）、
サービスの量や質、インフラストラクチャー、通
信移動手段などを評価し、施設ごとのサービスの
バラつきとその程度を把握することは、問題点を
明確にし、“将来における保健医療サービスの維
持管理や資本投入のためのプログラム開発に有用
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である”（WHO 1996b）。また、このような2つの
“構造”をマトリックスとして標準化すれば、当
該国や対象地域の医療施設のガイドラインとして
利用できるものと思われる。

5. 結語

“縦の構造”と“横の構造”のマトリックスの
中で捉える考え方は、系統的な医療施設のアセス
メントに役立つと思われた。これにより、医療施
設のサービス内容や施設・機材の内容、人員配置
などをより適切に改善し得る可能性があるし、ひ
いては援助の妥当性の確保や保健政策の立案にま
で利用できるのではないかと考える。

付記

本研究は厚生科学研究費補助金（社会保障国際協力

推進研究事業）「保健医療プロジェクトの事前・中間評

価に関する研究」の一部として実施し、主旨は第16回

国際保健医療学会（2001年10月7, 8日、東京）で発表し

た。また、国際医療協力研究委託費「国際医療協力に

おける保健医療開発調査手法開発に関する研究」の支

援をいただいた。

注記

1 質問票の項目は各国で異なるが、主な項目は、患者数、

診療科、施設・機材の有無などである。記載内容は調

査者が実際に観察したもの以外、特に患者数などにつ

いては開発途上国では台帳の記載内容も信頼できない

場合もあり、またインタビューや自記で行なったもの

であり、これらに関しての信頼性は担保されていない。

2 リフェラルとは一般的に患者の紹介を意味し、あまり

医療資源の整っていない1次医療施設に対処困難な重

症患者が来た場合、必要ならそこで応急処置を施して

全身状態を安定させた後、手術などのできる高次医療

施設に紹介し送るが、この低次医療施設から高次医療

施設への患者の流れや行為をリフェラルという。

3 南アフリカ共和国の東ケープ州で、12地域病院を対象

に、チェックリストを用いた質の迅速診断やフォーカ

スグループ・ディスカッションによるKAP調査などを

実施した。GISを使いながら各病院の地理的特性や人

口分布なども統合した評価手法の研究で、ここでベン

チマーク手法やそれを基にしたレーダーチャートを用

いた評価を行なっている。
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A Study on Assessment of Health Facilities in Developing Countries

Hidechika Akashi, Chiaki Miyoshi, Kunihiko Hirabayashi, Shuzo Kanagawa,
Sachiko Miyoshi, Yasuo Chiba

International Medical Center of Japan
akashih@attglobal.net (Hidechika Akashi)

Abstract
In developing countries information is not always available on the status of health facilities.  This can

make it difficult for donor agencies or policy makers to make rapid assessments of these facilities.
This paper discusses the methodology for making systematic and practical assessments of health

facilities through questionnaires based on experience in Bolivia (March, 2001), Cambodia (1997-2000),
and Sri Lanka (October and December, 2000).

The results show that each country uses a different medical facility level classification within the
referral system, and medical facilities at different levels have different average numbers of beds, types of
examination, and capacities to handle child deliveries and operations.  This means that the assessment of
facilities must be conducted in line with the situation in the country concerned.

Our experience shows that it is useful to use a combination of two structural matrices in the overall
assessment of health facilities: comparative assessment within the referral system ("vertical structure")
and same level comparative assessment ("horizontal structure").  Multiple item assessments comparing the
functions of health facilities ("horizontal structure" assessments) will identify issues to be addressed at
each facility.

Keywords

health facility, assessment, health, developing country, referral
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2003年度学会賞審査委員会活動報告

日本評価学会では、学会の学術領域に関する研究および学会の発展に優れた業績があったと認められる
者を顕彰するために、学会賞の制度を設けています。学会賞には原著論文が評価学研究に大きく貢献した
と認められる者に授与する論文賞、評価学研究の進歩に寄与する優れた研究をなし、なお将来の発展を期
待しうる者に授与する奨励賞、評価学の発展に関し顕著な功績のあった者に授与する功績賞があります。

2003年度は学会賞受賞者選考細則第6条により、2003年7月25付けで学会ホ－ムペ－ジ上に学会賞候補者
の公募を行い、10月1日まで自薦、他薦を受け付けました。さらに、10月8日に学会賞審査委員会を開催し
ました。選考に先立ち、選考基準を議論し、選考基準の申し合わせについて合意し、ついで、功績賞、論
文賞、奨励賞のそれぞれについて、申し合わせに基づき、功績、論文、発表原稿等公表された資料、及び、
日頃の学会活動などを総合的に検討しました。さらに、受賞候補者の意思確認のためメ－ルにて議論を継
続し、10月19日、学会賞受賞者候補選考について全員一致で下記の結論に達しました。

学会賞受賞者選考細則第7条では、論文賞は、選考当該年度の前年度に発行された本学会誌に掲載された
原著論文等から推薦されるものとする、と定められています。日本評価研究第3巻の原著論文を審査員全員
で読み比べた結果、論文賞受賞候補者として、結城貴子会員を選考しました。第3巻2号に掲載された論文
が、評価学研究に貢献したと認められたものです。

奨励賞は、選考当該年度の前年度に開催された全国大会での発表等から推薦されるものとする、と定め
られていますが、第3回全国大会の場で発表された原稿等公表された資料、及び、大会でのアンケ－ト結果
などを総合的に検討し、受賞者候補として正木朋也会員を選考しました。

功績賞は、選考当該年度の前年度までの学会活動への貢献に基づき推薦されるものとする、と定められ
ていますが、初代会長の河合三良氏を受賞者候補として選考しました。

これらの結果は、企画委員長を通じて理事会に諮られ、原案通り承認されました。また、この3人の受賞
者には、11月１日の総会の場で、学会から賞状及び副賞が授与されました（河合氏、正木氏は所用で欠席
につき代理に授与）。

このような顕彰事業は、学会員の優れた業績を讃えると共に、学会員の主体的な活躍を支援するもので
す。表彰された3人の会員に心からお祝を申し上げると共に、今後ますますのご活躍を期待しています。ま
た、今回惜しくも受賞を逃された会員の皆さんも、次回以降の受賞を目指し、学会大会での発表、学会誌
への投稿等を積極的に行っていただきたいものです。

それから、理事会の場で学会賞候補者選考基準の申し合わせについて、改善の意見が出されましたが、
委員会としては出された意見を参考にして、申し合わせの改訂を行い、次回の審査プロセスに反映させた
いと考えております。今後とも、学会賞規程、学会賞受賞者選考細則などを適宜見直すと共に、選考基準
のさらなる明確化に努め、透明性の高い学会賞運営を心がけたいと考えています。

学会賞審査委員会委員長　牟田　博光
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研修委員会

活動方針
研修委員会では、「評価の普及および評価に関する人材育成に寄与すること」を目的として、各種セミナ

ーの開催、研修プログラムの開発、教材の作成、講師の派遣、その他人材育成に係わる活動の実施支援を
行うことを基本方針としている。

2002/2003年度実施活動
①「評価インターン出前サービス」に係わるパイロット･プロジェクト

研修委員会では、学会の学生会員に対して「実際に評価を経験する」機会を提供すべく、行政評価の実
施に学生会員を登用する意思のある自治体との仲介を行う「評価インターン出前サービス」を企画した。
本年度は、パイロット･プロジェクトとして、島根県邑智郡川本町企画課の協力をいただき、学生会員4名

（間中恵子、森田朋子、戸村紀子、村田尚之）から成るチームで同町の行政評価を行った。現地調査期間は
2003年9月21日～27日で、2名分の旅費･滞在費を同町側が負担した。評価の対象としてとりあげたのは、

「総合計画の有用性」、「文化政策」、「福祉政策」、「観光政策」で、同チームは10月27日に町役場で報告をし、
フィードバックを受けた後、12月10日に最終報告書を同町に提出した。また11月2日には第4回学会全国大
会の研修委員会セッションで、4名が学会報告を行った。

このパイロット･プロジェクトの実施を受けて、研修委員会では、12月12日に東京でプロジェクト参加者、
川本町担当者、その他このプロジェクトに関心のある会員を交えて、成果の検討と今後の対応に関する討
議を行った。その結果、研修委員会では、協力相手団体を自治体だけでなくNGO/NPO団体も含め、主とし
て夏期休暇期間に的を絞って年2～3件の実施を考慮することとした。但し、仲介作業も含めて事前準備に
かなりの手間を要することから、事業実施の前提として、プロジェクト事務局体制の確立が不可欠である
との認識に達し、委員会でまずその検討を行うことになった。

②評価研修プログラム認証制度に係わるパイロット･プロジェクト
研修委員会では、評価人材育成の推進に学会が果たす役割のひとつとして「評価研修プログラム認証制

度」の設立を提案し、理事会の承認を得てパイロット･プロジェクトを実施した。対象としたのは広島県立
教育センターが2003年7月28日～31日の4日間、東広島市で開催した学校評価研修講座で、その実施には広
島大学教育開発国際協力研究センターとカナダ評価学会が協力した。学会からは、竹内正興事務局長と橋
本昭彦会員が参観した。現在は、評価報告書を含めて認証審査のための資料を作成中である。

研修委員会共同委員長　長尾　眞文
源　由理子
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国際交流委員会

国際開発評価学会（IDEAS*）は3月1～2日、ジュネーブにて今後のIDEAS活動の基本的方向について、
いわゆる「SCOPING MEETING」を開催する予定です。廣野は先約のため欠席しますが、この会合では昨
年IDEAS理事会で決定した「Programme Strategy and Business Plan 2003-2005」（下記ホームページより参照
可）のうちの第一プログラムである「Rethinking Development Evaluation」について、英国政府のDFID（国
際開発省 Department for International Development, http://www.dfid.gov.uk/）の依頼を受けて検討します。も
し、当日ジュネーブにご滞在の方で、ご関心がありましたら、是非オブザーバーとして出席ください。そ
の節には、今回のIDEAS検討会の世話役である理事のMs. Nancy MacPherson（ email address:
MacPherson@iucn.orgあるいはNMM@iucn.org）に事前に直接連絡頂き、検討資料を事前に入手されること
を推奨します。

なお、IDEASでは今年4月下旬に、以下の協議事項を中心に検討を行う予定です。ご提案事項等がありま
したら、日本評価学会事務局薮田みちるさん（yabuta.m@idcj.or.jp）宛（廣野ryokichi@iea.att.ne.jp宛CC:）
にご連絡ください。

＜協議事項＞
１．今後の活動方針の優先順位：今年３月のScoping Sessionの勧告を基礎に討議
２．IDEAS会員の拡大について
３．IDEAS理事会、役員会、総会の開催と運営について
４．IDEASの追加理事の選出について
５．IDEAS事務局の運営について
６．IDEAS活動の財政的基盤強化について

日本評価学会はIDEASの法人メンバーであり、国際交流委員会活動を通じて、IDEASの活動を支援して
います。IDEASへの個人登録も可能ですが、日本評価学会としての活動にご協力頂ける方はぜひ事務局宛
ご連絡ください。

国際交流委員長　廣野　良吉

*The International Development Evaluation Association (IDEAS): http://www.ideas-int.org/ 事務局（会長国持ち回
り制）IDEAS Secretariat: Development Bank of Southern Africa, P.O.Box 1234, Midrand, 1685, Republic of South
Africa, Email:secretariat@IDEAS-int.org, Telephone: +27 11 3133398, Fax: +27 11 3133411



日本評価学会春季第1回全国大会のご案内

日本評価学会
春季第１回全国大会

実行委員会委員長　牟田　博光

来たる2004年6月12日（土）、日本評価学会春季第１回全国大会が東京工業大学にて開催されます。午前
に共通論題2セッションを、午後に自由論題6セッションを予定しております。なおプログラムや会場の詳
細につきましては、決まり次第追ってご連絡いたします。

会員各位におかれましては奮ってご参加くださいますようよろしくお願い申し上げます。

記

1. 日時：2004年6月12日(土) 10：00～17：30

2. 場所：東京工業大学大学　大岡山キャンパス
■交通案内地図：

http://www.titech.ac.jp/access-and-campusmap/j/access-j.html
■キャンパスマップ：

http://www.titech.ac.jp/access-and-campusmap/j/o-okayama-campusmap-j.html

3. プログラム

時間（予定） テーマ（予定）

午前の部【共通論題】 国際協力銀行受託第三者評価事業
10:00-12:00 発表セッション（予定）

行政評価セッション（予定）

午後の部【自由論題】
13:15-15:15

ODA 医療・福祉 教育

15:30-17:30 環境 ジェンダー 公共事業

※ポスターセッションも設ける予定です。

4. 大会参加費：
・正会員・学生会員　1,000円（賛助会員も1,000円／1名）
・非会員（一般） 3,000円
・非会員（学生） 2,000円

※大会参加費は大会当日受付で現金にてお支払いください。

5. 参加申込方法：
・締切　4月30日（金）
・学会メーリングリストにて先にお送りしました申込用紙に必要事項を記入のうえ、E-mailに添付し

学会事務局(yabuta.m@idcj.or.jp)にお送りください。

以上
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日本評価学会規約

２０００年９月２５日設立総会承認
第１章　総則
（名称）
第１条　本会は、日本評価学会と称し、英語名は、The Japan Evaluation Society（略称JES）とする。
（所在地）
第２条　本会の本部は、東京都江東区に置く。ただし、その他の地に支部を置くことができる。
（目的）
第３条　本会は、評価に関する研究及び応用を促進し、会員相互及び関連学・協会との情報交換を図ると

ともに、この分野の学問の進歩発展及び評価に携わる人材の育成を通じ、評価活動の向上と評価
の普及を目的とする。

（事業）
第４条　本会は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。

１）評価に関する学術研究会、講演会、国際シンポジウムなどの開催
２）評価に関する研究助成、報奨
３）評価に関する調査及び研究並びに研修
４）学会機関誌及びその他の刊行物の発行等の普及啓発活動
５）その他、本会の目的を達成するために必要な事業

第２章　会員
（会員の種別及び入会）
第５条　本会の会員の種別は、次の通りとする。総会での議決権は、正会員のみが持つものとする。

１）正 会 員 本会の目的に賛同して入会した個人。
２）学生会員 本会の目的に賛同して入会した、原則として大学以上の学生で、学生会員を希望す

る者。尚学生会員は、卒業と同時に正会員となることができる。
３）賛助会員 本会の目的に賛同し、その事業を後援する者。
４）名誉会員 本会に功労のあった者及び広く評価分野に関連ある分野における学識経験者で理事

会の推薦に基づき総会の承認を経た者。
２ 本会の会員になろうとする者は、入会申込書を会長に提出し、理事会の承認を得なければならない。

また、名誉会員として推薦された者は、入会の手続きを要せず、本人の承諾をもって会員となる
ものとする。

（会費）
第６条　会員は、総会の定めるところにより、会費を負担しなければならない。
（退会）
第７条　会員は、退会しようとするときは、事前にその旨を書面をもって会長に届け出なければならない。
２ 会員は、次の各号のいずれかに該当するときは、本会を退会したものとみなす。

１）正会員又は学生会員にあっては、会費を2年以上滞納した場合
２）本会の名誉を毀損し又は設立の趣旨に反する行為を行なったことにより、総会において、除名

すべきものと認められた場合
３）前各号に掲げるほか会員たる資格を喪失した場合

３ 本会は、会員がその資格を喪失しても、既に納入した会費その他の拠出金品は返還しない。



第３章　役員等
（役員の種別）
第８条　本会には、次の役員を置く。

１）理事 ２０名から２５名（うち会長1名、副会長若干名）
２）監事 ２名

（選任）
第９条　理事及び監事は、総会において、正会員の中から選任する。
２ 会長及び副会長は、理事会において、理事の互選により定める。
３ 理事及び監事は、相互に兼ねることができない。
（職務）
第１０条 理事は理事会を構成し、会務の執行を決定する。
２ 会長は、本会を代表し、会務を統括する。
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときは、会長があらかじめ指名した順序

で、その職務を代行する。
４ 監事は、会務の執行及び会計を監査する。
（任期）
第１１条 役員の任期は、２年とする。ただし、連続３期までの再任を妨げない。
２ 補欠又は増員により就任した役員の任期は、前項本文の規定にかかわらず、前任者又は現任者の残

任期間とする。
３ 役員は、任期満了の場合においても、後任者が就任するまで、その職務を行なわなければならない。
（幹事）
第１２条 本会に幹事若干名を置く。
２ 幹事は、会長が理事会の同意を得て任命する。
３ 幹事は、共同して会務の執行を補佐する。
４ 幹事の任期については、第１１条第１項の規定を準用する。
（顧問）
第１３条 本会に顧問若干名を置くことができる。
２ 顧問は、会長が理事会の同意を得て委嘱する。
３ 顧問は、本会の運営に関し、会長の諮問に答え、又は意見を述べることができる。
４ 顧問の任期については、第１１条第１項の規定を準用する。

第４章　総会
（招集）
第１４条 会長は、毎年１回通常総会を招集する。
２ 理事会が必要と認めた場合、臨時総会を招集することができる。
（開催及び議決）
第１５条 総会は、正会員総数の３分の１以上の出席が無ければ開催することができない。
２ 総会の議事は、この規約に別に定めるもののほか、出席正会員の過半数の同意でこれを決し、可否

同数の場合は、議長の決するところによる。
３ 総会の議長は、会長をもってこれにあてる。
（書面表決等）
第１６条 やむを得ない理由のため、総会に出席できない正会員は、書面又は代理人をもって表決権を行使

することができる。

136



137

２ 前項の代理人は、代表権を証する書面を総会毎に議長に提出しなければならない。
３ 第１項の場合において、正会員は、表決内容等について、総会の議長に一任することができる。
４ 第１項及び前項の規定により、表決権を行使する場合は、当該正会員は総会に出席したものとみな

す。

第５章　理事会
（構成及び機能）
第１７条 本会に理事会を置く。
２ 理事会は、理事をもって構成する。ただし、監事、顧問、幹事ならびに第30条第2項に定める事務局

長は、理事会に出席し意見を述べることができる。
３ 理事会は、この規約に別に定めるもののほか、次の事項を議決する。

１）総会の議決した事項の執行に関すること
２）総会に付議すべき事項
３）その他総会の議決を要しない会務の執行に関すること

（開催及び招集）
第１８条 定例理事会は、毎年３回開催する。
２ 前項にかかわらず会長が必要と認めた場合には臨時理事会を開催することができる。
３ 理事会は会長が招集する。
４ 会長は、緊急に理事会を招集する必要がある場合において、やむを得ない事情によりこれを開催で

きないときには、理事の承諾を得て、書面により議決を得ることができる。この場合、理事会は開
催されたものとみなす。

（議決等）
第１９条 理事会は、理事現在数の３分の１以上の出席がなければ、開会することができない。
２ 理事会の議決は、この規約に別に定めるもののほか、出席理事の過半数の同意でこれを決し、可否

同数のときは、議長の決するところによる。
３ 理事会の議長は、会長をもってこれにあてる。
（書面表決等）
第２０条 やむを得ない理由のため、理事会に出席できない理事は、書面又は代理人をもって表決権を行使

することができる。
２ 前項の場合において、理事は、表決内容等について理事会の議長に一任することができる。
３ 前2項の規定により表決権を行使する場合は、当該理事は理事会に出席したものとみなす。

第６章　資産及び会計
（資産の構成及び管理）
第２１条 本学会の資産は、次に掲げるものをもって構成する。

１）財産目録記載の財産
２）会費
３）寄付金品
４）資産から生ずる収入
５）事業に伴う収入
６）その他の収入

２ 本会の資産は、会長が管理し、その方法は理事会の議決による。
（経費の支弁）



第２２条 本会の経費は、資産をもって支弁する。
（事業計画、収支予算、事業報告及び収支決算）
第２３条 本会の事業計画書及び収支予算書は、会長が作成し、理事会の議決を経た後、毎事業年度の開始

前に総会の議決を得なければならない。ただし、やむを得ない事情により、当該事業年度開始前
に総会を開催できない場合にあっては、理事会の議決によることを妨げない。この場合、当該事
業年度の開始の日から９０日以内に総会の議決を得るものとする。

２ 会長は、前項の事業計画書及び収支予算書を変更しようとするときは、理事会の議決を得なければ
ならない。

３ 本会の事業報告書及び収支決算書は、会長が毎事業年度終了後遅滞なくこれを作成し、監事の監査、
理事会の議決を経た後、当該事業年度終了後９０日以内に総会の承認を得なければならない。

（特別会計）
第２４条 本会は、事業の遂行上必要がある場合には、理事会の議決を経て、特別会計を設けることができ

る。
２ 前項の特別会計は、前条の収支予算及び収支決算に計上しなければならない。
（会計年度）
第２５条 本会の会計年度は、毎年１０月１日に始まり、翌年９月末日に終わる。

第７章　規約の変更
（規約の変更）
第２６条 この規約は、総会において出席正会員の３分の２以上の議決を経なければ変更することはできない。

第８章　雑則
（年次大会）
第２７条 本会は、毎年１回年次大会を開催する。
２ 年次大会の開催は、大会実行委員長がこれを指揮統率する。
（委員会及び分科会）
第２８条 本会は、事業の円滑な遂行を図るため、委員会及び分科会を設けることができる。
２ 委員会及び分科会は、その目的とする事項について、調査及び研究し、または審議する。
３ 委員会及び分科会の組織、構成及び運営その他必要な事項は、理事会の議決を経て、別に定める。
（支部）
第２９条 本会は、事業の円滑な遂行を図るため、支部を置くことができる。
２ 支部には、理事会の同意を得て会長が委嘱する支部長を置く。
３ 支部の位置、組織、運営その他必要な事項は、理事会の議決を経て、別に定める。
（事務局）
第３０条 本会の事務処理のため、事務局を置く。
２ 事務局には、理事会の同意を得て会長が委嘱する事務局長を置く。
３ 事務局の場所、組織、職員及びその他必要な事項は理事会の議決を経て、別に定める。

附則（２０００年９月２５日）
１. この規約は、本学会の設立の日（以下「設立日」という。）から施行する。

２. 設立発起人は、第５条の規定にかかわらず、本学会設立当初の会員とする。設立日までに入会の申し
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込みを行なった者も同様とする。

３. 本学会の設立初年度の年会費は、第６条の規定にかかわらず、設立総会の定めるところによる。

４. 本学会の設立当初の役員は、第９条第１項及び第２項の規定にかかわらず、設立総会の定めるところ
とし、その任期は、第１１条第１項本文の規定にかかわらず、２００１/２００２年度の事業報告及び収支決
算の承認を審議する総会の日までとする。

５. 本学会の設立初年度の事業計画及び収支予算は、第２３条第１項の規定にかかわらず、設立総会の定
めるところによる。

６. 本学会の設立当初の事業年度は、第２５条の規定にかかわらず、設立日から２００１年９月３０日までと
する。



日本評価学会誌刊行規定

２００２.９.１８改訂
２００１.９.９改訂

（目的および名称）
１. 日本評価学会（以下、「学会」という）は、評価に関する研究および実践的活動の成果を国内外の学界

をはじめ評価に関心をもつ個人および機関に広く公表し、評価慣行の向上と普及に資することを目的
として、「日本評価研究（仮名）」（英文仮名："The Japanese Journal of Evaluation Studies"、以下、「評価
研究」という）を刊行する。

（編集委員会）
２. 「評価研究」の編集は、後で定める「編集方針」にもとづいて編集委員会が行う。
３. 編集委員会は、学会会員１５名以内をもって構成し、委員は学会理事会が選任する。編集委員の任期

は２年とし、再任を妨げないものとする。
４. 編集委員会は、互選により委員長１名、副委員長２名および常任編集委員若干名を選出する。
５. 編集委員会は、最低年１回編集委員会を開き、編集方針、編集委員会企画、その他について協議する

ものとする。
６. 編集委員会は、その活動等について、随時理事会へ報告し、承認を受けるとともに、毎年１回学会年

次大会の場で、過去１年の活動成果と翌年の活動計画に関する報告を行う。
７. 委員長、副委員長および常任編集委員は、常任編集委員会を構成し、常時、編集実務に当たる。
（編集方針）
８. 「評価研究」は、原則として、年２回刊行する。
９. 「評価研究」の体裁は、B５版とし、英文又は和文とする。
１０.「評価研究」に掲載する原稿（以下「論文等」という）の分類は、以下の５カテゴリ－からなるもの

とする。
（１）総説　　　　
（２）研究論文　　
（３）研究ノート
（４）実践・調査報告
（５）その他

１１.「評価研究」への投稿有資格者は、学会会員および常任編集委員会が投稿を依頼した者とする。学会
会員による連名での投稿および学会会員を主筆者とする非会員との連名での投稿は、これを認める。
編集委員による投稿はこれを認める。

１２. 投稿原稿を上記分類のどのカテゴリ－として扱うかは、投稿者の申請等をもとに常任
編集委員会が、下記の「作業指針」に従って決定する。

（１）「総説」は、評価の理論あるいは慣行について概観する論文とし、その掲載については編集委員会
が企画・決定する。

（２）「研究論文」は、評価の理論構築あるいは慣行の理解について重要な学問的貢献となると認められ
る論文とし、その採否については次項に定める査読プロセスを経て常任編集委員会が決定する。

（３）「研究ノート」は、「研究論文」作成過程での理論的あるいは経験的な研究の中間的成果物に相当す
る論考で、その採否については次項に定める査読プロセスを経て常任編集委員会が決定する。

（４）「実践・調査報告」は、評価事業の実践あるいは評価にかかわる調査の報告で、その採否について
は次項に定める査読プロセスを経て常任編集委員会が決定する。

（５）「その他」には、編集委員会が独自に企画する特集に掲載する依頼原稿や学会誌の刊行に関する編集
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委員会からの学会会員への連絡等が含まれる。
１３. 論文等は２名の査読者により査読することとし、その人選は編集委員会が行う。「研究論文」について

は、査読結果と編集委員会が査読者とは別に指名する担当編集委員１名の参考意見をもとに、編集委
員会が掲載に関する決定を行う。「総説」、「研究ノート」、「実践・調査報告」および「その他」の論文
については、査読結果にもとづき編集委員会が掲載に関する決定を行う。

１４. 編集委員が「評価研究」に投稿した場合には、当該委員はその投稿に係わる常任編集委員会あるいは
編集委員会の議事に一切参加しないものとする。

１５. 上記いずれのカテゴリーの投稿についても、常任編集委員会による掲載の判断は可･不可の二者択一で
行うこととする。但し、場合によっては編集委員会の判断で、小規模の修正による掲載も認める。「研
究論文」としての掲載が適当でないと判断された場合でも、投稿者が希望すれば、常任編集委員会は

「研究ノート」あるいは「実践･調査報告」としての掲載を決定できる。
（投稿要領の作成公表）
１６. 編集委員会は、上記の編集方針にもとづき投稿要領を作成し、理事会の承認を得て、広く公表する。
（配布先）
１７.「評価研究」は、学会会員に無償で配布するほか、非会員に有償で提供する。
（抜刷の配付）
１８.「評価研究」掲載論文等の抜刷り３０部を、投稿者（原著者）に無料で配布する。それ以上の部数を

希望する場合は投稿者（原著者）の自己負担とする。
（インターネット上の公開）
１９.「評価研究」掲載論文等は、投稿者（原著者）の了承を得て全文をインターネット上で公開する。
（著作権）
２０.「評価研究」に掲載された論文等の著作権は各投稿者（原著者）に帰属するものとし、編集権は本学

会に帰属するものとする。
（事務局）
２１.「評価研究」編集及び配布の事務は、それに関連する会計も含めて学会事務局が担当する。

（以上）



『日本評価研究』投稿規定

２００３.４.１８改訂
２００２.３.２５改訂
２００１.９.９改訂

１. 『日本評価研究』（The Japanese Journal of Evaluation Studies）は、評価に関する論文、論考、調査報告
等を掲載する。

２. 『日本評価研究』は、会員間の研究成果交流の場を提供し、内外における評価研究の一層の発展に資
することを主目的として発行されており、原則として会員による寄稿を掲載する。なお、依頼原稿を
除き、ファーストオーサーは学会員でなければならない。

３. 投稿された原稿は、編集委員会の責任において審査を行ない、採否を決定する。審査にあたっては、
１原稿毎に２名の査読者を選定し、査読結果を参考にする。（査読者には、投稿者名を伏せて査読を依
頼する。）

４. 原稿料は支払わない。

５. 『日本評価研究』に掲載された論文等は、その全文をインターネット上の本学会のホームページに掲
載する。

６. 投稿にあたっては、投稿原稿が、①研究論文、②総説、③研究ノート、④実践・調査報告、⑤その他
のうち、どのカテゴリーに入るかを明記する。ただし、カテゴリーについての最終判断は、編集委員
会で行なう。「研究論文」は評価の理論構築あるいは慣行の理解について重要な学問的貢献となると認
められる論文、「総説」は、評価の理論あるいは慣行について概観する論文、「研究ノート」は「研究
論文」作成過程での理論的あるいは経験的な研究の中間的成果物に相当する論考、「実践・調査報告」
は評価事業の実践あるいは評価にかかわる調査の報告、「その他」は編集委員会が独自に企画する特集
に掲載する依頼原稿等である。

７. 投稿方法
（１）使用言語は日本語又は英語とする。
（２）著者校正は原則として第一校までとする。
（３）英文原稿については、ネイティブスピーカーによる英文チェックを済ませ、完全な英文にして投稿

すること。
（４）ハードコピー４部（A４版）を提出する。その際、連絡先（住所、Tel、Fax、Email）と原稿の種類

を明記すること。掲載可と判断された原稿については、必要なリライトを経た後に、最終原稿のハ
ードコピー２部とDOS/Vフォーマットのフロッピーを用いたTEXTファイルを提出する。その際、オ
リジナル図表を添付すること。

（５）刷り上がりは最大１４ページとする。これを超える場合は、その経費は著者負担とする。
（６）日本語原稿の最大文字数は以下のとおり。①研究論文２０,０００字、②総説１５,０００字、③研究ノート１

５,０００字、④実践・調査報告２０,０００字、⑤その他適宜。それぞれ和文要旨を４００字程度、英文要旨を
１５０words程度、及び和文・英文でキーワード（５つ以内）を別に添付する。印刷は１ページ、２０字Ｘ
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４３行Ｘ２段（１,７２０字）とする。２０,０００字の原稿の場合、単純計算では英文要旨１ページを加えて合計
１３ページとなるが、図表の量によっては、それ以上のページ数となり得るので、注意すること。

（７）英文ではA４版用紙に左右マージン３０mmをとり、１０ポイントフォントを使用し、１ページ４３行のレイ
アウトとする（１ページ約５００words）。論文冒頭に１５０words程度のAbstractをつける。１４ページでは、
７,０００words相当になるが、タイトルヘッド等を考慮して、最大語数を約６,０００words（図表、注、文
献込み）とする。図表の量によっては、ページ数が予想以上に増える場合もあり得るので、注意す
ること。

８. 送付先
〒１３５-００４７ 東京都江東区富岡２－９－１１ 京福ビル
財団法人 国際開発センター内 日本評価学会事務局
TEL:０３-３６３０-８０３１
FAX:０３-３６３０-８０９５
E-mail:  yabuta.m@idcj.or.jp



『日本評価研究』執筆要領
２００２.９.１８改訂
２００２.３.２５改訂

１. 本文、図表、注記、参考文献等
（１）論文等の記載は次の順序とする。
日本語原稿の場合

第１ページ：表題、著者名、所属先、E-mail、和文要約（４００字程度）、和文キーワード（５つ以内）
第２ページ以下：本文、謝辞あるいは付記、注記、参考文献
最終ページ：英文表題、英文著者名、英文所属先、E-mail、英文要約（１５０words程度）、英文キー
ワード（５つ以内）

英文原稿の場合
第１ページ：Title; the author's name;  Affiliation;  E-mail address;  Abstract (150 words) ;  Keywords (5
words)
第２ページ以下：The main text;  acknowledgement;  notes;  references

（２）本文の区分は以下のようにする。
例１（日本語）

１．
（１）

①
（２）
（３）

例２（英文）
１.
１.１
１.１.１
１.１.２

（３）図表については、出所を明確にする。図表は原則として、筆者提出のものをそのまま写真製版す
るので、原図を明確に作成すること。写真は図として扱う。

例１：日本語原稿の場合
図１ ○○州における生徒数の推移

（注）
（出所）
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表１ ○○州における事故件数

（注）
（出所）

例２：英文原稿の場合

Figure １ Number of Students in the State of ○○
Note:
Source:

Table １ Number of Accidents in the State of ○○
Note:
Source:

（４）本文における文献引用は、「･…である（阿部１９９５、p.３６）。」あるいは「･…である（阿部１９９５）。」
のようにする。英文では、(Abe１９９５, p.３６) あるいは(Abe１９９５)とする。



（５）本文における注記の付け方は、（…である１。）とする。英文の場合は、（….１）とする。
（６）注記、参考文献は論文末に一括掲載する。

注記
１………。
２………。

（７）参考文献は、日本語文献は著者の五十音順、外国語文献は著者のアルファベット順に記し、年代順
に記載。参考文献の書き方については以下のようにする。
日本語単行本：著者（発行年）『書名』、発行所

（例）日本太郎（１９９９）『これからの評価手法』、日本出版社
日本語雑誌論文：著者（発行年）「題名」、『雑誌名』、巻(号)：頁－頁

（例）日本太郎（１９９９）「評価手法の改善に向けて」、『日本評価研究』、１(２)：３－４
日本語単行本中の論文：著者（発行年）「題名」、編者『書名』、発行所、頁－頁

（例）日本太郎（２００２）「行政評価」、日本花子『評価入門』、日本出版社、１６-２８
複数の著者による日本語文献：著者・著者（発行年）『書名』、発行所

（例）日本太郎・日本花子（２００２）『政策評価』、日本出版社
英文単行本：著者 (発行年).  書名.  発行地：発行所.

（例）Rossi, P. H. (1999).  Evaluation:  A Systematic Approach 6th edition. Beverly Hills, Calif:  Sage
Publications.

英語雑誌論文：著者 (発行年).  題名.  雑誌名, 巻(号), 頁－頁.
（例）Rossi, P. H. (1999). Measuring social judgements.  American Journal of Evaluation,15(2), 35-57.

英語単行本中の論文：著者 (発行年). 題名. In 編者 (Eds.), 書名. 発行地：発行所, 頁－頁.
（例）DeMaio, T. J., and Rothgeb, J. M. (1996).  Cognitive interviewing techniques:  In the lab and in

the field.  In N. Schwarz & S. Sudman (Eds.), Answering questions:  Methodology for determining
cognitive and communicative processes in survey research. San Francisco, Calif: Jossey-Bass, 
177-196.

２名の著者による英語文献：姓, 名, and姓, 名 (発行年).  書名.  発行地：発行所.
（例）Peters, T., and Waterman, R. (1982).  In Search of Excellence:  Lessons from America's Best Run

Companies.  New York: Harper & Row.
３名以上の著者による英語文献：姓, 名, 姓, 名, and姓, 名 (発行年).  書名.  発行地：発行所.

（例）Morley, E., Bryant, S. P., and Hatry, H. P. (2000).  Comparative Performance Measurement.
Washington: Urban Institute.

（注１）同一著者名、同一発行年が複数ある場合は、（１９９９a）、(１９９９b) のようにa,b,cを付加して区別
する。

（注２）２行にわたる場合は２行目移以降を全角１文字（英数３文字）おとしで記述する。
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